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事 務 連 絡 

令 和 ８ 年 ５ 月 1 5 日   

 

 

各都道府県・指定都市・中核市ひとり親家庭等支援施策担当  

各都道府県・指定都市・中核市こどもの貧困対策担当 

各都道府県・指定都市・中核市放課後児童健全育成事業担当部局  

各都道府県・指定都市・中核市児童厚生施設（児童館）担当部局  

各都道府県・指定都市・中核市児童福祉主管課 

各都道府県・指定都市教育委員会社会教育・生涯学習担当課                   

各都道府県・指定都市教育委員会地域学校協働活動所管課  

各都道府県食品アクセスに関する窓口担当部局 

各都道府県・指定都市食品ロス削減に関する窓口担当部局  

各 都 道 府 県 熱 中 症 予 防 対 策 担 当 部 局 

各都道府県・市区町村生活困窮者自立支援制度担当部局 

各都道府県・市区町村重層的支援体制整備事業担当部局 

 

こども家庭庁支援局家庭福祉課 

こども家庭庁成育局成育環境課 

こども家庭庁支援局虐待防止対策課 

文部科学省総合教育政策局地域学習推進課 

農林水産省消費・安全局消費者行政・食育課 

農 林 水 産 省 農 産 局 穀 物 課 

消 費 者 庁 消 費 者 教 育 推 進 課 

環境省大臣官房環境保健部企画課熱中症対策室 

厚生労働省社会・援護局地域福祉課 

 

 

夏季休業期間中の酷暑対策及び食支援に係る各施策の活用について（依頼） 

 

 

 日頃より、こども家庭行政の推進に御尽力、御協力賜り、厚く御礼申し上げま

す。 

 近年、気候変動の影響等により、記録的な猛暑が頻発しており、特に経済的に

困難な状況にある家庭においては、住環境や冷房設備の制約等から、熱中症等の

健康被害のリスクが高まっています。また、物価高騰等を背景とした生活困窮の

御中 
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深刻化により、夏季休業期間中におけるこどもの健康や生活環境の悪化、食事機

会の確保に対する懸念が一層高まっております。 

 特に、基本的に登校の機会がなくなる夏季休業期間中は、 

・酷暑下で安心して過ごせる居場所の不足 

・栄養のある食事を十分に確保できないこどもの存在 

・支援が必要であるにもかかわらず、表面化しにくい家庭の孤立 

といった課題が顕在化しやすい時期でもあります。 

 この度、４月 27日（月）に超党派「子どもの貧困対策推進議員連盟」（会長：

田村憲久衆議院議員）より、黄川田仁志内閣府特命担当大臣（こども政策）に対

して、各自治体において「夏休みこども緊急セーフティネット構築プラン」（別

紙１）の活用が進むよう、関係省庁で連携していただきたいとの要請があったと

ころです。 

 各自治体におかれましては、関係省庁の既存施策を有機的に組み合わせて活

用いただき、夏季休業期間中のこどもを切れ目なく支える取組（以下、「本取組」

という。）を、地域の実情を踏まえて積極的に御検討・御推進いただきたく、下

記のとおり御連絡申し上げます。 

 なお、夏季休業中に限らず、冬季休業や春季休業といった長期休業中にも、こ

うした取組の積極的な実施をお願いいたします。 

 

 

記 

 

第１．基本的な考え方 

 本取組は、「こどもが安心して涼しく過ごせる居場所の確保」と「食支援」を

一体的に実施し、さらに拠点に行くことが難しいこどもに対してはアウトリー

チで支援することにより、夏季休業期間中におけるこどもの孤立や健康リスク

等を防ぐことを目的としています。 

 その際、学校施設、児童館、放課後児童クラブ等の既存施設を最大限活用し、

あわせてフードバンク等の民間団体との連携を深めることで、地域の実情に応

じた柔軟な支援体制の構築をお願いいたします。 

 

第２．想定している自治体における取組・施策の活用例 

 以下は一例であり、各地域の実情に応じて柔軟に構成いただくことが可能で

す。 
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１．拠点型の支援の実施 

 夏季休業期間中、学校施設、児童館、放課後児童クラブ等を拠点として「安全

で涼しい居場所（クーリングシェルターとしての機能を含む）」として活用し、

拠点内での調理又は弁当・軽食を提供すること、また、フードバンク等から「居

場所」へ食材提供することにより、こどもへの居場所の提供と食支援を実施いた

だくことが考えられます。なお、今夏の対応において食支援との組み合わせが困

難な場合においては、涼しい居場所の提供のみでも活用いただける事業があり

ますので、積極的にご検討ください。 

 

（１） 「地域こどもの生活支援強化事業」の活用について（こども家庭庁） 

 「地域こどもの生活支援強化事業」は、多様かつ複合的な困難に直面するこど

もたちに対し、地域にある様々な場所を活用して安心安全で気軽に立ち寄るこ

とができる食事等の提供場所を設け、支援が必要なこどもを早期に発見し、適切

な支援機関につなぐことを目的とした事業です。以下のとおり、居場所を開設し、

食事の支援をするケースと、居場所の開設のみのケースいずれでも活用できま

す。 

 

ア．居場所で食事を提供する場合 

 夏季休業期間中、こどもの居場所の提供と合わせて食事の支援を実施する場

合、「地域こどもの生活支援強化事業」の「長期休暇期間集中実施型」のうち、

「①居場所モデル」が活用可能です。実施に当たっては、以下の要件を満たす必

要があります。 

 （a）地域における夏休み期間中は必ず実施すること。 

 （b）長期休暇期間中、平均週３日以上実施すること。 

 （c）支援する食数は、最大１日１人あたり２食とすること。 

 （d）暑さ等対策の整った安全な居場所において、１日あたり６～８時間程度

開所して実施すること。 

 上記（a）～（d）の要件を満たすことが難しい場合でも、「通常実施型」を活

用いただけます。その場合、長期休暇期間において通常より活動回数を増加して

実施する場合には、加算することが可能です。 

 

イ．食事の提供が平均週２日以下の場合、あるいは、居場所のみ提供する場合 

 食事の提供が平均週２日以下の場合、「地域こどもの生活支援強化事業」の「通

常実施型」を活用いただけます。長期休暇期間において通常より活動回数を増加

して実施する場合には、加算することが可能です。また、食事の提供を実施せず、
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暑さ対策の整った居場所を開設する場合には、「地域こどもの生活支援強化事業」

の「体験・交流・学習支援提供型」を活用いただけます。 

 

（参考）地域こどもの生活支援強化事業｜こども家庭庁 

 

（２）こどもにとって身近な場所での支援の実施 

 こどもが気軽に立ち寄ることができる場所という観点からは、学校施設や児

童館、放課後児童クラブ等、こどもにとって身近な場所で実施いただくことも重

要です。なお、自治体によっては拠点が遠方にあり、こどもが自ら行くことが難

しい場合もあります。その際の送迎費については前述の「地域こどもの生活支援

強化事業」で補助することも可能です。 

 

ア．学校施設の活用（文部科学省） 

 学校施設の開放については、「地域と学校の連携・協働体制構築事業」のうち、

「地域学校協働活動」として実施いただくことが考えられます。本事業は、地域

と学校の連携・協働によるこどもたちの学習支援及び体験活動等の様々な取組

を支援しており、主に地域学校協働活動推進員や地域ボランティア等に係る諸

謝金、活動に必要な消耗品費等に補助が可能です。 

 

イ．児童館の活用（こども家庭庁） 

 児童館は、利用要件を定めていないことから０～18 歳未満の全ての児童を対

象とすることができ、また、乳幼児を除きこどもだけで利用できるものと想定し

ています。こどもにとって身近な居場所となることから、積極的な活用を御検討

ください。 

 

ウ．放課後児童クラブ（放課後児童健全育成事業）の活用（こども家庭庁） 

 放課後児童クラブにおける食事提供については、夏季休業等の長期休業期間

中等に事業所として昼食等の食事提供をすることは妨げていないため、地域の

実情に応じた対応をお願いいたします。「放課後児童クラブ育成支援体制強化事

業」において、運営事務等を行う職員を配置する費用に対する補助を行っており、

昼食等の発注業務についてはその業務範囲と考えますので、活用を御検討くだ

さい。 

 また、放課後児童クラブにおいて、弁当の持参や購入が困難なこどもが見受け

られる場合、家庭が何らかの困難に直面している可能性も考えられます。食材費

等の実費相当分を保護者から徴収する場合も、前述の「地域こどもの生活支援強

https://www.cfa.go.jp/policies/kodomonohinkon/seikatsushien/
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化事業」により、困窮している子育て世帯の負担減免に対して補助を実施するこ

となどが可能ですので、積極的に御検討ください。 

 なお、放課後児童クラブ以外の事業と連携して実施する場合は、各市町村の基

準条例における専用区画の考え方に沿った対応をお願いいたします。国の基準

においては、登録児童の遊び及び生活の場としての機能を担保した上で、利用者

の支援に支障がない場合と認められる場合には、その専用区画において、登録児

童とそれ以外の児童が一時的に過ごす（昼食を一緒に食べること等）ことを妨げ

ておりません。 

 
（参考）放課後児童クラブの長期休業期間等における食事提供事例集（令和 5 

年 7月 18日） 
 

エ．指定暑熱避難施設（クーリングシェルター）の活用（環境省） 

 環境省では、誰でも暑さをしのぐことができる冷房設備等の一定の要件を備

えた施設として市町村長が指定する「指定暑熱避難施設（クーリングシェルタ

ー）」を推進しています。クーリングシェルターとして指定された施設を「地域

こどもの生活支援強化事業」の実施場所として活用し、食事を提供するなど、こ

どもたちが暑さをしのぎ安心して過ごせる場所をより多く確保できるよう、積

極的な活用を御検討ください。 

 

２．食料供給ラインの確保 

 「１．拠点型の支援の実施」、「３．アウトリーチ型支援（こども宅食と見守

り）」における食事の提供については、以下のようなフードバンクとの連携や政

府備蓄米の無償交付等を活用いただけます。 

 

（１）「食品アクセス確保対策事業・緊急支援事業」の活用（農林水産省） 

 自治体や食品事業者、フードバンク・こども食堂等の地域の関係者が連携する

体制づくりを支援するとともに、地域における食品アクセスの担い手となるフ

ードバンク等に対し、立上げや機能強化に向けた支援を実施する事業です。地域

の体制を強化し、フードバンク等による食品提供の質・量の充実に向けた機能の

強化を図ることで、経済的理由により十分な食料を入手できない方への多様な

食品への良好なアクセス確保につながります。 

 

（２）「政府備蓄米の無償交付」の活用（農林水産省） 

 こども食堂やこども宅食、フードバンクに対し、食育の一環としてごはん食の

推進を支援するため、政府備蓄米を無償交付する制度です。こども食堂・こども

https://www.cfa.go.jp/assets/contents/node/basic_page/field_ref_resources/69799c33-85cb-44f6-8c70-08ed3a292ab5/ab089c13/20230401_policies_kosodateshien_houkago-jidou_23.pdf
https://www.cfa.go.jp/assets/contents/node/basic_page/field_ref_resources/69799c33-85cb-44f6-8c70-08ed3a292ab5/ab089c13/20230401_policies_kosodateshien_houkago-jidou_23.pdf
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宅食においては、団体ごとに一申請当たり上限 600 ㎏、年度内に合計５回の申

請が可能です。フードバンクについては、申請団体ごとに、当該団体における前

年度の食品取扱実績の５分の１以内、50 トンを上限として申請が可能です。申

請は各団体から実施いただく必要があります。 

 例えば、放課後児童クラブ（民営に限る）において申請し、食事提供等に活用

することが可能です。また、児童館や公民館等において、こども食堂等の民間団

体が食事提供を行う場合も、当該団体が申請することも可能ですので、積極的な

活用を御検討ください。 

 

（３）「フードバンク認証制度」の活用（消費者庁） 

 本認証制度は、フードバンクオープンリストに掲載されたフードバンクの申

請に基づき、一定の管理責任を果たすことができるフードバンクを認証する制

度です。フードバンクに食品が多く集まるようになれば、そこからこども食堂等

への食品の提供量が増加していくことが期待されます。 

 そこで、管内の食品関連企業の方々に本認証制度及び食品寄附先の参考とな

るフードバンクオープンリストを御紹介いただけますと幸いです。また、管内の

フードバンクの方々に対しても本認証制度と当該リストに関する情報について

周知していただけますと幸いです。 

 

（４）「こどもの生活・学習支援事業」の活用（こども家庭庁） 

 「ひとり親家庭等生活向上事業」における「こどもの生活・学習支援事業」は、

ひとり親家庭や低所得の子育て世帯のこどもが直面する課題に対応し、貧困の

連鎖の防止を図る観点から、児童館等において相談支援や生活習慣・学習支援、

を行い、生活の向上を図る事業です。 

 本事業においては、相談支援や生活習慣・学習支援を行うとともに、軽食の提

供を行うことが可能です。食材の確保については、地域の農家、食品会社やフー

ドバンク等の協力を得るなど、地域の社会資源の活用も御検討ください。また、

長期休暇中の学習支援等の追加開催に対する補助も可能です。 

 

（５）「生活困窮者自立支援制度」の活用（厚生労働省） 

 「生活困窮者自立支援制度」における「子どもの学習・生活支援事業」は、「貧

困の連鎖」を防止する観点から、生活保護受給世帯を含む生活困窮世帯のこども

を対象に、学習支援や学校・家庭以外の居場所づくり、保護者への養育支援を通

じた家庭全体への支援、就労・進路選択等に関する支援を行う事業です。 
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 また、「子どもの学習支援等強化事業」では、学習支援や居場所において相談

支援の利用者に対し軽食を提供したり、体験活動の実施、事業実施時間の延長な

どの取組に対し補助することが可能ですので、活用を御検討ください。 

 さらに、「生活困窮者自立支援の機能強化事業」では、フードバンク等から提

供された食料等を保管するための経費や、特定非営利活動法人や社会福祉法人

等から提供された現物を相談者へ送付するための経費、食料や日常生活用品等

の物資支援等を行う団体の活動支援に係る経費について補助することが可能で

す。 

 

（６）「重層的支援体制整備事業」の活用（厚生労働省） 

 「重層的支援体制整備事業」は、既存の制度・関係機関だけでは対応が困難な

事案等に対して、既存制度・関係機関間の連携の強化等を図ることで、包括的な

支援体制を整備するための事業です。 

 このため、既存の制度・関係機関のみでは対応困難な子育て家庭等の支援にお

いて、重層的支援体制整備事業の「多機関協働事業」を活用し、関係機関間の課

題の整理・役割分担等を行い、支援が必要なこどもを「１．拠点型の支援の実施」

につなげるほか、各自治体の実情により、本事務連絡に掲載している他の事業の

活用等が困難な場合については、「参加支援事業」によって、フードバンク等の

地域の社会資源と連携した支援を行うことなどが可能です。 

 

３．アウトリーチ型支援（こども宅食と見守り） 

 「１．拠点型の支援の実施」の居場所への来所が困難なこどもに対しては、訪

問型によるこども宅食や、フードパントリー形式で食事の提供を実施すること

が考えられます。 

 食材等は、「２．食料供給ラインの確保」に記載のとおり、フードバンク等か

ら確保し、地域で一体的に運用することが可能です。併せて、こどもや家庭の見

守りや状況把握を行い、必要に応じて関係支援機関につないでいくことが重要

です。 

 

（１）「地域こどもの生活支援強化事業」の活用（こども家庭庁） 

 夏季休業期間中、こども宅食やフードパントリーの実施により、こどもの食事

の支援を実施する場合、「地域こどもの生活支援強化事業」のうち、「長期休暇

期間集中実施型」の「②宅食等モデル」が活用可能です。なお、実施に当たって

は以下の要件を満たす必要があります。 

（a）地域における夏休み期間中は必ず実施すること。 

（b）長期休暇期間中、平均週３日以上実施すること。 
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（c）支援する食数は、最大１日１人あたり２食とすること。 

 上記（a）～（c）の要件を満たすことが難しい場合は、「通常実施型」を活用

いただけます。長期休暇期間において通常より活動回数を増加して実施する場

合には、加算することが可能です。 

 

（２）「支援対象児童等見守り強化事業」の活用（こども家庭庁） 

 支援ニーズの高いこどもの居宅を訪問し、こどもや家庭の状況を把握しなが

ら見守る事業です。こども宅食等のアウトリーチ型支援を行う民間団体等に市

区町村が委託又は補助して実施する経費を、市区町村に対して補助します。補助

の要件としては、こどもの状況把握を行うことが必須であり、加えて、食事の提

供、基本的な生活習慣の習得支援、学習習慣の定着支援を行った場合には、その

経費も補助します。おむつ等の消耗品の提供充実等により巡回活動を強化する

場合の加算も設けています。また、都道府県が、中間支援法人に委託又は補助し

て、こども宅食等の質的向上に向けた取組（団体向けの研修等）と併せてこども

宅食等の運営又は支援を行う経費を、都道府県に対して補助することも可能で

す。 

 

第３．プッシュ型での情報発信・関係機関との連携について 

 本取組を含む各種支援については、経済的に困窮している家庭ほど制度を知

らず、活用できていないという現状があります。支援の必要な家庭に確実に情報

が行き届くよう、例えば学校等において全児童・生徒宛てにお知らせすることや、

児童扶養手当の現況届等のお知らせに同封するなど、情報発信の工夫をお願い

いたします。なお、学校に対する周知の範囲及び方法等については、学校におけ

る働き方の観点から、例えば他案件とまとめて周知する等、御担当において各学

校の状況等を踏まえて御判断いただくようお願いいたします。 

 事業については単独実施に限らず、複数施策の組合せが可能ですので、積極的

に御検討ください。また、教育委員会や福祉部局、こども施策部局、社会福祉協

議会、民間団体等と連携して実施することが効果的であり、こども家庭センター

や要保護児童対策地域協議会等との連携により、支援が必要なこどもを早期に

発見し、早期に支援へつなぐような仕組みづくりをお願いいたします。 

 

第４．今後について 

 本事務連絡の趣旨を踏まえ、各自治体におかれましては、夏季休業期間中の取

組として、本取組の考え方を参考に、関連施策の積極的な活用・組合せによる支

援の実施を御検討いただきますようお願いいたします。 
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 実際に本取組を実施いただく場合には、取組内容をこども家庭庁ホームペー

ジ上で公表させていただく予定です。つきましては、実施いただく場合（実施予

定も含む）には、６月 30日（火）までに別紙２の様式に必要事項を記載のうえ、

こども家庭庁支援局家庭福祉課まで御提出をお願いいたします。 

 なお、第２以外の自治体独自の取組(例：企業と連携した事業や地方単独事業)

も考えられます。自治体独自の取組についても、こども家庭庁ホームページで公

表させていただきたいと考えておりますので、別紙２の様式を用いて、積極的に

情報をお寄せくださいますようお願いいたします。 



こども政策担当大臣 黄川田仁志 殿 

夏休みこども緊急セーフティネット 

構築プラン活用に向けた 

緊急要請 

令和８年４月２７日 

子どもの貧困対策推進議員連盟 
公益財団法人あすのば 

特定認定非営利活動法人キッズドア 
特定認定非営利活動法人しんぐるまざあず・ふぉーらむ 

特定認定非営利活動法人ひとり親家庭サポート団体全国協議会 

別紙１



令和８年４月２７日 

子どもの貧困対策推進議員連盟 

公益財団法人あすのば 

特定認定非営利活動法人キッズドア 

特定認定非営利活動法人しんぐるまざあず・ふぉーらむ 

特定認定非営利活動法人ひとり親家庭サポート団体全国協議会 

夏休みこども緊急セーフティネット構築プラン 

物価高騰の影響等により、夏休み中に冷房設備のない家で過ごしたり、欠食したりする低所得の

子育て世帯やひとり親世帯のこどもがいます。 

熱中症や栄養不足等のこどもの健康へのリスクやこどもの孤立を解消するためには、安心安全な

「涼しい居場所」に行けば「食」があり、そこへのアクセスが保障されているといった動線の確保が

急務です。 

地方自治体において、こども家庭庁をはじめとする関係各省庁の取組や補助事業等を複合的に活

用することにより、夏休みのこどものセーフティネットを構築できるよう、下記のとおり、自治体

向けプランをまとめるので、各自治体における活用を要請します。 

記 

１．学校施設や児童館、放課後児童クラブを「拠点化」【こども家庭庁・文部科学省・環境省】 

 こどもにとって身近でアクセスしやすく冷房設備等も整っている学校施設や児童館、放課後児

童クラブを拠点とし、涼しい居場所と食を提供 

○学校開放により、地域団体が主体となって図書室や多目的室をこどもクーリングシェルタ

ーとして活用

○放課後児童クラブへの夏休み中の柔軟な受け入れ

○児童館、放課後児童クラブを活用した食事提供（学校施設の利用を含む）

２．食料供給ラインの構築【農林水産省・消費者庁・こども家庭庁・厚生労働省】 

１．の「居場所」に来たこどもたちに、確実に食事を提供するため、食料供給ラインを構築 

○こども食堂・フードバンク等の活動支援

○フードバンク認証制度による食品寄附の拡大

○食育の一環としてのこども食堂・こども宅食への備蓄米の提供

３．待っているだけでは届かない層への「アウトリーチ」【こども家庭庁】 

○こども宅食や見守りの実施

○プッシュ型の情報発信



（参 考）関連各省庁 関連予算事業等一覧 

・地域こども生活支援体制強化事業 （こども家庭庁支援局家庭福祉課）

・放課後児童健全育成事業 （こども家庭庁成育局成育環境課）

・支援対象児童等見守り強化事業 （こども家庭庁支援局虐待防止対策課）

・地域と学校の連携・協働体制構築事業 （文部科学省総合教育政策局地域学習推進課）

・食品アクセス確保対策事業 （農林水産省消費・安全局消費者行政・食育課）

・政府備蓄米の無償交付 （農林水産省農産局穀物課）

・フードバンク認証制度 （消費者庁消費者教育推進課）

・指定暑熱避難施設（クーリングシェルター） （環境省大臣官房環境保健部企画課熱中症対策室）

・重層的支援体制整備事業 （厚生労働省社会・援護局地域福祉課）

・生活困窮者自立支援制度 （厚生労働省者社会・援護局地域福祉課生活困窮者自立支援室）



自治体向け：夏休みこども緊急セーフティネット構築プラン（イメージ）

1．学校施設や児童館、放課後児童クラブを
「拠点化」 【こども家庭庁・文部科学省・環境省】

・学校施設の開放（こどもクーリングシェルター）
・放課後児童クラブへの夏休み中の柔軟な受け入れ
・児童館、放課後児童クラブを活用した食事提供（学校施
設の利用を含む）

学校施設 児童館・放課後児童クラブ 公民館

2．食料供給ラインの構築
【農林水産省・消費者庁・こども家庭庁・厚生労働省】

・こども食堂・フードバンク等の活動支援
・フードバンク認証制度による食品寄附の拡大
・食育の一環としてのこども食堂・こども宅食への備蓄米の提供

連

携

こども家庭センター

市・町・区役所

学校・教育委員会

支援が必要なこども

３．待っているだけでは届かない層への
「アウトリーチ」

【こども家庭庁】
・こども宅食や見守りの実施
・プッシュ型の情報発信

こどもに直接
届けるアクセスしやすい

身近な居場所へ行く

食事提供の
食材を届ける

食事提供の
食材を届ける

食事・食料を直接届ける

こども食堂・フードパントリー等



関連各省庁 関連予算事業等一覧

 地域こども生活支援体制強化事業 （こども家庭庁支援局家庭福祉課）

 放課後児童健全育成事業 （こども家庭庁成育局成育環境課）

 支援対象児童等見守り強化事業 （こども家庭庁支援局虐待防止対策課）

 地域と学校の連携・協働体制構築事業 （文部科学省総合教育政策局地域

学習推進課）

 食品アクセス確保対策事業 （農林水産省消費・安全局消費者行政・食育課）

 政府備蓄米の無償交付 （農林水産省農産局穀物課）

 フードバンク認証制度 （消費者庁消費者教育推進課）

 指定暑熱避難施設（クーリングシェルター） （環境省大臣官房環境保健部企

画課熱中症対策室）

 重層的支援体制整備事業 （厚生労働省社会・援護局地域福祉課）

 生活困窮者自立支援制度 （厚生労働省社会・援護局地域福祉課生活困窮

者自立支援室）



○ 多様かつ複合的な困難に直面するこどもたちに対し、既存の福祉・教育施設に加え、地域にある様々な場所（こども家庭センター・放課後児童クラブ・公民館・商店街等）の活用を
促して、安心安全で気軽に立ち寄ることができる食事等の提供場所を設ける。
○ 支援が必要なこどもを早期に発見し、行政等の適切な支援機関につなげる仕組みをつくることによって、こどもに対する地域の支援体制を強化する。
○ 行政との連携により、特に支援を必要とするこども（要保護児童対策地域協議会の支援対象児童として登録されているこども等）に寄り添うことで、地域での見守り体制強化を図る。

【実施主体】 都道府県、市町村（特別区を含む）  【補 助 率】 国：２／３又は１／２、都道府県・市町村：１／３又は１／２
※補助率２/３の対象となるのは、財政力指数１未満の自治体又は一般会計歳入が概ね特別区の一般会計歳入の平均未満の市町村のみ
財政力指数の低い自治体については、予算の範囲内で補助額を増額する場合がある

【補助基準額（１箇所当たり）】最大15,743千円 要支援児童等支援強化事業と合わせて最大18,335千円
ア：3,140千円 ※１ 長期休暇期間に通常より活動回数の増加を図った場合の加算：1,000千円  ※２ アを実施するこども食堂等がイを実施する場合は、アの加算は実施しない
イ：4,260千円 ウ：3,910千円 エ①：1,520千円 エ②：300千円 オ：2,913千円 カ：ア～オに準じる 〇要支援児童等支援強化加算事業：2,592千円

ア 通常実施型（開催頻度等の要件なし）
年間を通じて食事（こども食堂等）やこども用品（文房具、生理用品、おむつ等）の提供等を行う
➣ 長期休暇期間に通常より活動回数を増加した場合には加算を実施（※１、２）

イ 長期休暇期間集中実施型（開催頻度等の要件あり）≪新規≫
長期休暇期間中に集中的に、暑さ等対策の整った安全な居場所で食事を提供（居場所モデル）、
又はこども宅食やフードパントリーの実施による食事支援（宅食等モデル）を実施

ウ 体験・交流・学習支援提供型≪拡充≫
多様な人物との出会いを通じて将来像を考える機会や屋外活動等様々な体験機会の提供、学習支援を行う

エ 備品等購入支援
①立上げ支援：既存の福祉・教育施設、地域にある様々な場所での立上げ等を支援する
②継続支援：こどもの居場所等の事業を継続するための備品購入等を支援する

オ 環境整備支援（地域でこども等を支援するための仕組みづくり）
相談窓口の設置やコーディネーターの配置、地域のこども等の支援ニーズを把握するための研修等を行う

カ その他上記に類する事業

〇要支援児童等支援強化加算事業
要保護児童対策地域協議会の支援対象児童等に登録されているこども等の家庭の状況に応じ、

    行政と連携した寄り添い支援を行う場合には加算を実施
注１：ア～カを組み合わせて実施可能（エは①又は②いずれかのみ）
注２：アを実施するこども食堂等がイを実施することも可能

支援局 家庭福祉課地域こどもの生活支援強化事業

実施主体等

事業の概要

事業の目的

こども家庭センター 学校・教育委員会 市・町・区役所

福祉･教育施設、地域における様々な場所
・支援ニーズを把握するための研修、地域人材をコーディネーターとして配置

長期休暇中の食事・
涼の集中支援

食事やこども用品
の提供

支援が必要なこども

都道府県（後方支援または直接支援）

要保護児童
対策地域
協議会

発 見

連 携

市区町村

拡充

体験や多様な人との
交流機会の提供

＜母子家庭等対策総合支援事業費補助金＞ 令和８年度予算 203億円の内数（180億円の内数）



＜子ども・子育て支援交付金＞ 令和７年度から実施

成育局 成育環境課夏季休業期間中における放課後児童クラブの開所支援

事業の目的

 放課後児童クラブの待機児童の発生状況等から、年度前半とりわけ夏季休業期間中のニーズへの対応が求められている。そのため、既
存の放課後児童健全育成事業所が小学校の夏季休業期間中に、同一市町村域内に所在する本体の事業所外の分室において一時的に放課後
児童健全育成事業を実施する場合に必要な運営費等の補助を行うことにより、夏季休業期間中に児童が安心して生活できる居場所を確保
するとともに、放課後児童健全育成事業の量的拡充を図り、もって待機児童の解消を図る。

実施主体等
【実施主体】市町村（特別区及び一部事務組合を含む。）※市町村が認めた者に委託等可
【補助率】国１/３、都道府県１/３、市町村１/３

拡充

（１）放課後児童健全育成事業（運営費）
既存の放課後児童健全育成事業所が小学校の夏季休業期間中に、同一市町村域

内に所在する本体の事業所外の分室において、一時的に放課後児童健全育成事業
を実施する場合に必要な運営費等の補助を行う。
 【補助基準額】799千円（分室に設置する１支援の単位当たり年額）

（２）放課後子ども環境整備事業（放課後児童クラブ環境改善事業）
上記（１）に基づく放課後児童健全育成事業を実施するために必要な開設準備

経費の補助を行う。
 【補助基準額】600千円（分室に設置する１支援の単位当たり年額）

事業の概要

分室
本体事業所

【実施イメージ】
同一市町村域内に所在する本体の事業所の管理

下にある分室を設けた場合の支援。
同一市町村域内

※ 夏季休業期間中における
一時的な事業の実施



○登録児童数 1,570,645人
○支援の単位数 39,424単位
○クラブ数 25,928か所
○利用できなかった児童数（待機児童数） 16,330人

（前年度比 1,356人減）

【事業の内容、目的】

【現状】（令和７年５月現在）

放課後児童クラブの概要
共働き家庭など留守家庭の小学校に就学している児童に対して、学校の余裕教室や児童館、公民館などで、放課後等に適切な遊び及び生活の場を与え
て、その健全な育成を図る。
※平成９年の児童福祉法改正により法定化〈児童福祉法第６条の３第２項〉：平成10年４月施行
※平成24年の児童福祉法改正により、対象年齢を「おおむね10歳未満」から「小学校に就学している」児童とした（平成27年４月施行）

【今後の展開】
○ 「こども未来戦略」（令和５年12月22日閣議決定）に基づき、約152万人の受け皿
確保を、できるだけ早期に達成できるよう取り組み、令和７年度に達成。
○ 今後は、登録児童数を推計した結果を踏まえ、ピークとなる2030年頃の約165万人
分の受け皿確保を目指す。
○ こどもの主体性を尊重し、こどもの健全な育成を図る放課後児童クラブの役割を徹底し、
こどもの自主性、社会性等のより一層の向上を図る。
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※ ５月１日現在（令和２年のみ７月１日現在）  こども家庭庁調査
※ 本調査は平成10年より実施
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成育局 成育環境課放課後児童クラブ関係予算のポイント①

事業の目的
○ 保護者が労働等により昼間家庭にいない小学校に就学している児童に対し、授業の終了後等に小学校の余裕教室、児童館等を利用して適切な遊び及び生
活の場を与えて、その健全な育成を図るために要する運営費及び施設整備費に対する補助。

○ 実施主体：市町村（特別区を含む） ※市町村が適切と認めた者に委託等を行うことができる

１．運営費等（子ども・子育て支援交付金により実施）
（１）放課後児童健全育成事業（運営費）

放課後児童クラブの運営に必要な経費に対する補助

【「こども未来戦略」における加速化プラン（令和６年度から継続実施）】
常勤職員配置の改善：運営費において「常勤の放課後児童支援員を２名以上配置した

場合」の補助を継続する。

（２）放課後子ども環境整備事業
既存施設を活用して、新たに放課後児童クラブを実施するための改修等に必要な経費

に対する補助

（３）放課後児童クラブ支援事業
①障害児受入推進事業
障害児を受け入れた場合の加配職員の配置等に必要な経費に対する補助

②運営支援事業
待機児童が存在している地域等において、アパート等を活用して、新たに放課後児童ク

ラブを実施するために必要な賃借料等に対する補助
③送迎支援事業
放課後児童クラブへの移動や帰宅する際の送迎支援に必要な経費に対する補助

（４）放課後児童支援員の処遇改善
  ①放課後児童支援員等処遇改善等事業

18時30分を超えて開所するクラブにおける放課後児童支援員等の処遇改善に必要な経
費に対する補助

〇運営費（基本分）の負担の考え方

1 / 3
1 / 3
1 / 3国1 / 6 ※

都道府県1 / 6

市町村1 / 6

保護者
1 / 2

※国(1/6)は事業主拠出金財源

※＜子ども・子育て支援交付金＞ 令和８年度予算案  2,163億円の内数（2,013億円の内数）
※＜子ども・子育て支援施設整備交付金＞ 令和８年度予算案 67億円の内数  （91億円の内数）

＜こども政策推進事業費補助金＞ 令和８年度予算案 61億円の内数   （48億円の内数）
＜保育対策総合支援事業費補助金＞ 令和８年度予算案  463億円の内数   （464億円の内数）

※費用の一部について、事業主拠出金を充当

令和８年度予算案 2,755億円の内数（2,615億円の内数）

②放課後児童支援員キャリアアップ処遇改善事業
勤続年数や研修実績等に応じた処遇改善に必要な経費に対する補助

③放課後児童支援員等処遇改善事業（月額9,000円相当賃金改善）
収入を3％程度(月額9,000円)引き上げるための措置に係る補助

（５）障害児受入強化推進事業
 （３）の①に加え、障害児を３人以上受け入れた場合の加配職員及び医療的ケア児に対す
る支援に必要な専門職員の配置等に必要な経費に対する補助

（６）小規模放課後児童クラブ支援事業
一の支援の単位を構成する児童の数が19人以下の小規模な放課後児童クラブに複数の放

課後児童支援員等の配置をするために必要な経費に対する補助

（７）放課後児童クラブにおける要支援児童等対応推進事業
要支援児童等（要支援児童、要保護児童及びその保護者）に対応する専門的知識等を有

する職員の配置に必要な経費に対する補助

（８）放課後児童クラブ育成支援体制強化事業
遊び及び生活の場の清掃等の運営に関わる業務や児童が学習活動を自主的に行える環境整

備の補助等、育成支援の周辺業務を行う職員の配置等の経費に対する補助

（９）放課後児童クラブ第三者評価受審推進事業
第三者評価機関による評価を受審するために必要な経費に対する補助

（10）放課後児童クラブ利用調整支援事業
放課後児童クラブを利用できなかった児童等について、当該児童のニーズにあった放課

後に利用可能な施設等の利用のあっせん等を行う職員の配置に必要な経費に対する補助



成育局 成育環境課放課後児童クラブ関係予算のポイント②
２．施設整備等（子ども・子育て支援施設整備交付金により実施）
放課後児童クラブの施設整備に必要な経費に対する補助
○公立の場合
（嵩上げ前）国１／３、都道府県１／３、市町村１／３
（嵩上げ後）国２／３、都道府県１／６、市町村１／６
○民立の場合
（嵩上げ前）国２／９、都道府県２／９、市町村２／９、社会福祉法人等１／３
（嵩上げ後）国１／２、都道府県１／８、市町村１／８、社会福祉法人等１／４
※国庫補助率の嵩上げについては、待機児童が発生している市町村等が対象。

３．職員確保・研修関係（こども政策推進事業費補助金により実施）
（１）放課後児童クラブ待機児童対策実証等事業【新規】

 待機児童が生じている都道府県・市町村において新たに放課後児童クラブで勤
務する職員を確保するために事業の魅力発信等に係る経費を補助

（２）放課後児童支援員認定資格研修事業
 放課後児童支援員として認定されるために修了が義務づけられている研修を実
施するために必要な経費に対する補助

（３）放課後児童支援員等資質向上研修事業
 現任職員向けの研修を実施するために必要な経費に対する補助

４．その他（保育対策総合支援事業費補助金により実施）
こどもの居場所の確保
（１）放課後居場所緊急対策事業

待機児童が解消するまでの緊急的な措置として、待機児童が10人以上
の市町村における放課後児童クラブを利用できない児童を対象に、児童
館や小学校等の既存の社会資源を活用し、放課後等に安全で安心なこど
もの居場所を提供する。

（２）小規模多機能・放課後児童支援事業
地域の実情に応じた放課後のこどもの居場所を提供するため、小規模

の放課後児童の預かり事業及び保育所などを組み合わせた小規模・多機
能の放課後児童支援を行う。  

育成支援の内容の質の向上 ※両事業は、保育士関連の事業と連動して実施
（１）放課後児童クラブ巡回アドバイザーの配置

利用児童の安全確保や、こどもの自主性、社会性等のより一層の向上
が図られるよう、放課後児童クラブを巡回するアドバイザーを市町村等
に配置する。

（２）放課後児童クラブの人材確保支援
放課後児童支援員の専門性向上と質の高い人材を安定的に確保するた

め、保育士・保育所支援センターにおいて、求人情報の提供や事業者と
のマッチングを行う。また、同センター等と連携し、市町村において就
職相談等の支援を行う。

５．令和８年度予算案における拡充内容（子ども・子育て支援交付金により実施）

① 運営費における一時的な登録児童数区分の弾力化【拡充】
○放課後児童健全育成事業（運営費）

一定の要件を満たした上で45人を超えた児童を受け入れた場合にも、特例
的に登録児童数区分36～45人を維持できるようにする。

【要件（案）】
ア 市町村において待機児童が生じている
イ 適正規模（36～45人）に戻す計画（見込み）があり一時的な対応
ウ 場所や人材の確保が困難なことにより、支援の単位の分割が困難
エ 追加の児童１人当たりの専用区画面積に十分な余裕がある
オ 放課後児童支援員又は補助員を基準に加えて１名追加配置する

※追加の児童数には上限あり
※１事業所が１回に限り１支援単位のみ申請可能とする

② キャリアアップ処遇改善加算に新たな区分を設定【拡充】
○放課後児童支援員キャリアアップ処遇改善事業

放課後児童支援員について、勤続年数や研修実績等に応じた賃金改善
を実施しているところ、新たに３年目の区分を設ける。

③ 放課後児童クラブ等におけるICT化推進事業【新規】
業務のICT化を推進するとともに、オンライン研修対応、翻訳機等に係

る必要な経費を補助する。

拡充



支援局 虐待防止対策課支援対象児童等見守り強化事業

事業の目的

児童虐待防止に向けて子育て世帯が孤立しないよう支援するため、市町村の要保護児童対策地域協議会が中核となり、訪問による食事提供
等を伴う支援を行うこども宅食等の支援を行う民間団体等も含めた様々な地域ネットワークを総動員し、支援ニーズの高いこども等の状況を
把握しながら見守り、必要な支援につなげることができる体制の強化を推進するとともに、こども自身が申請できる仕組みや、都道府県を介
した中間支援法人としての実施形態を導入し、より多くの支援を必要とするこどもを把握し支援につなげる体制強化を図る。

事業の概要
① 市町村からこども宅食を行う民間団体等への委託等により、状況の把握、食事の提供、生活習慣習得の支援などを実施
② ①に加え、おむつ等の消耗品の提供等により巡回活動を強化する場合に経費を加算［巡回活動費強化加算］
③ 都道府県から中間支援法人への委託等により、状況の把握、食事の提供、生活習慣習得の支援、周知啓発などを実施できる（※①の対象者
とは重複しないこと）

実施主体等
【実施主体】①及び②：市町村（特別区含む）、③：都道府県

【補助率】 ①及び②：国２／３（市町村１／３）又は国１／２（市町村１／２） 、③：国２／３（都道府県１／３）又は国１／２（都道府県１／２）

【補助基準額】①：１か所当たり 7,497千円、②：１か所当たり 5,335千円、③：１都道府県当たり 60,000千円（＋周知啓発加算28千円）

■支援が必要なこども等の把握
■養育状況の把握 ■心のケア
■孤独・孤立の解消 など

見守り支援

子育て支援を行う
民間団体等※

（こども食堂.こども宅食等）
※要対協の構成員に限定しない

状況の把握

要保護児童対策地域協議会
・支援対象児童、特定妊婦等の状況
の確認に関する役割分担の決定

・状況確認や支援に関する進行管理、
総合調整 等

基本的な活動
食事の提供 生活習慣の習得

・学習の支援等

定期的な状況
の把握・支援

都道府県

中間支援法人
実施主体

市町村
委託・補助

子育て支援を行う
民間団体等※

（こども食堂.こども宅食等）
※要対協の構成員に限定しない
※市町村から補助を受けている
団体を除く

委託・補助

委託・補助
・助言等

アウトリーチ

こどもの居宅等を訪問して以下の支援を実施

※ 居場所型は令和７年度から廃止（「地域こどもの生活支援事業」に一般化して補助実施）
※ 中間支援法人が、民間団体等に対して運営に関するノウハウの提供や助言等を行うことで、事業展開を加速化（中間支援法人自身による事業実施も可）
※ ②及び③は、令和５年度補正事業「アウトリーチ支援・宅食事業」

〈児童虐待防止対策等総合支援事業費補助金〉令和８年度予算 206億円の内数（207億円の内数）

※補助率２/３の対象となるのは、財政力指数１未満の自治体のみ。
財政力指数の低い自治体については、当該取組により捻出できた予算の範囲内で補助額を増額する場合がある。



地域と学校の連携・協働体制構築事業
～コミュニティ・スクールと地域学校協働活動の一体的推進～

コミュニティ・スクールと地域学校協働活動を一体的に推進する自治体
の取組に対する財政支援
（事業実施期間：平成２７年度～）

事業内容

現状・課題
 予測困難なこれからの社会においては、学校・家庭・地域が連携・協働し、社会全体で学校や子供たちの成長を支えることが重要。

 コミュニティ・スクールと地域学校協働活動を一体的に推進することで、学校・家庭・地域が連携・協働して、自立的・継続的に子
供を取り巻く課題を解決できる地域社会の実現を目指す。

 コミュニティ・スクールの導入率上昇を受け、コミュニティ・スクールの活動の質向上、地域学校協働活動を通じた課題解決の推進
等に向け、地域学校協働活動推進員の配置促進、教育委員会の伴走支援体制の強化を図る。
※コミュニティ・スクール導入率：R7.5時点:22,009校、64.9％

交 付 先 都道府県・政令市・中核市
（以下「都道府県等」）

要 件
①コミュニティ・スクールの導入又は導入計画があること
②地域学校協働活動推進員等を配置していること
等

補 助 率 国1/3、都道府県等1/3、市区町村1/3
※都道府県等が直接実施する場合、都道府県等2/3

支 援
内 容

地域学校協働活動推進員や地域ボランティア等に係る
諸謝金、活動に必要な消耗品等

（担当：総合教育政策局地域学習推進課）

アウトプット（活動目標） 短期アウトカム（成果目標）
ロジックモデル

すべての自治体で地域学校協働活動等の学校・家庭・地
域が連携・協働した教育活動を実施
【参考】 予算補助を受ける自治体

R5:1,366自治体 R6:1,374自治体 R7:1,376自治体

地域学校協働活動推進員等の数の増加
【参考】 予算補助を受ける自治体が配置している地域学校協働活

動推進員等の人数
R5:31,125人 R6:32,675人 R7:33,172人

コミュニティ・スクールの導入や質の向上等に関する研修会
やアドバイザーの派遣を実施する自治体（都道府県・政令
市）の増加

中期アウトカム（成果目標） 長期アウトカム（成果目標）

学校・家庭・地域の連携が進み、全ての公立学校
において、様々な課題に対して協働して取り組む
体制の整備
【参考①】地域学校協働本部がカバーしている公立学校の

増加 R7:22,693校
【参考②】コミュニティ・スクールを導入している公立学校の

増加  R7:22,009校
【参考③】地域学校協働活動等に参画する地域住民の

増加  R6:910万人

地域と連携した教育活動の充実により、地域に愛着を持った
児童生徒を育成
【参考】「地域や社会をよくするために何かしてみたい」と感じている児童生

徒の割合   R6:83.5%

令和8年度予算額 7,052百万円
（前年度予算額 7,052百万円）

〇 地域学校協働活動推進員等の配置を促進
学校における働き方改革、郷土教育や地域産業を担う人材育成
などの地域課題に応じた追加配置や常駐的な活動等を支援

地域学校協働活動の実施
〇 学校における働き方改革に資する取組、放課後等における
学習支援（地域未来塾等）や体験・交流活動等を支援
〇 郷土学習に係る活動等を支援
〇 共働き世帯の増加に伴う学校始業前(朝)における活動等を
支援

教育委員会の伴走支援体制の強化
〇 CSアドバイザーの配置促進
〇 学校運営協議会委員、推進員等、地域ボランティア等に対する
研修の充実

子供を取り巻く課題（学校運営上の課題）を
改善・解決した自治体の増加

子供を取り巻く課題（地域の課題）を
改善・解決した自治体の増加

子供を取り巻く課題（家庭の課題）を
改善・解決した自治体の増加

コーディネート機能の強化

地域学校協働活動推進員等
（地域と学校をつなぐ企画調整係）

コミュニティ・スクール
（学校運営協議会を置く学校）

地域学校協働活動

地域学校協働本部

地域住民 保護者 社会教育
施設・団体

企業
NPO
人権擁護
委員子ども会

PTA
消防団 文化・スポーツ

団体

民生委員
児童委員

関連文書等

・経済財政運営と改革の基本方針2025
（R7.6.13閣議決定）
・地方創生２.０基本構想（R7.6.13閣議決定）
・新しい資本主義のグランドデザイン及び実行計画
（R7.6.13閣議決定）
・放課後児童対策パッケージ



＜事業の内容＞ ＜事業イメージ＞

１．食品アクセス確保対策事業 15（124）百万円

円滑な食品アクセスの確保に向けて、地域における食品アクセスの担い手となるフードバンクに

よる食品提供の質・量の充実に向けた機能の強化を図ります。

２．食品アクセス確保緊急支援事業 【令和７年度補正予算額】600百万円

① 円滑な食品アクセスの確保に向けた地域の体制強化支援

円滑な食品アクセスの確保に向けて、地域の関係者が連携して取り組む体制づくりを支援

します。

ア 地域の関係者が連携して組織する協議会の設置

イ 関係者間の調整役（コーディネーター）の配置

ウ 地域における食品アクセスの現状・課題の調査

エ 課題解決に向けた計画の策定

② フードバンク等による食品提供の質・量の充実に向けた機能強化支援

地域における食品アクセスの担い手となるフードバンクやこども食堂等の立上げ・取組拡大を

支援するとともに、それらの担い手が多様な食料への良好なアクセスを確保する機能の強化を

図ります。

〇 食品アクセス確保対策事業

＜対策のポイント＞
円滑な食品アクセスの確保に向けて、地方公共団体や食品事業者、フードバンク・こども食堂等の地域の関係者が連携する体制づくりを支援するとともに、

地域における食品アクセスの担い手となるフードバンク等に対し、その立上げや機能強化に向けた支援を実施します。

＜事業目標＞
○ 経済的な食品アクセスの確保に取り組む市町村割合の増加（80％［令和12年度まで］）
○ フードバンク活動を行う団体の食品取扱量の増加（28,000t［令和12年度まで］）

［お問い合わせ先］ 消費・安全局消費者行政・食育課 （03-3502-5723）

令和８年度予算概算決定額 15百万円（前年度 124百万円）
〔令和７年度補正予算額 600百万円〕

社会福祉協議会

市町村

都道府県

こども食堂

地域住民団体

生産者

食品事業者

フードバンク

物流事業者

こども宅食

NPO

地域協議会

コーディネーター

関係者
の調整

現状・課題の調査、
計画の策定

国

フードバンク等 (２②の事業)

定額

民間団体
定額

地域協議会、都道府県・市町村、社会福祉協議会等 (２①の事業)

定額、３/４、１/２

定額

フードバンク (１の事業)

＜事業の流れ＞

未利用食品の取扱いを拡大

多様な食料へのアクセスを確保

食品提供の
質・量の充実
に向けた
機能強化



政府備蓄米の無償交付（こども食堂・こども宅食、フードバンクへの支援）

〇学校給食におけるごはん食の拡大を支援するための政府備蓄米の無償交付制
度の枠組みの下、こども食堂・こども宅食、フードバンクにおいて食育の一環
としてごはん食の推進を支援。

背景・目的

〔こども食堂・こども宅食〕
（支援対象）ごはん食の提供又は食材としてお米を提供・配付する団体・運営者

の取組

（支援要件）食事の提供やお米を配付する際などに、ごはん食の魅力を伝えるな
どの食育の取組を行うこと

（支援上限）団体ごとに一申請当たり600kg（年度内に合計５回の申請が可能）

（申請先）
農林水産省ホームページにおいて公表

こども食堂・こども宅食（事業内容等）

〔フードバンク〕
（支援対象）食育活動を支援するフードバンク

（支援要件）①法人格を有していること、②団体として１年以上の活動実績があるこ
と、③「食品寄附ガイドライン」に基づく食品の取扱いを行っているこ
と、④地方公共団体と連携した取組を行っていることなど

（支援上限）申請団体ごとに、当該団体における前年度の食品取扱実績の1/5以
内（50トンを上限）

（申請先）
農林水産省ホームページにおいて公表

担当先 連絡先 担当先 連絡先

農産局穀物課
米麦消費拡大推進室 03-3502-7950

東海農政局
生産振興課 052-223-4623

北海道農政事務所
業務管理課 011-330-8808

近畿農政局
生産振興課 075-414-9021

東北農政局
生産振興課 022-263-1111

中国四国農政局
生産振興課 086-224-9411

関東農政局
生産振興課 048-740-0403

九州農政局
生産振興課 096-300-6223

北陸農政局
生産振興課 076-232-4302

内閣府
沖縄総合事務局
生産振興課

098-866-1653

事業スキーム

お問い合わせ先 申請様式等、詳しくはこちら

※上記以外の各都道府県（地域拠点）の連絡先は、農林水産省のホームページをご覧ください

フードバンク

こども食堂・こども宅食

農
林
水
産
省

交付決定

交付申請

地域食堂、フードパントリー、その他福祉団体等

災害備蓄用精米

フードバンク（事業内容等）

交付申請

交付決定



フードバンク認証制度

＜目的＞

一定の管理責任を果たすことができるフードバンクを認証することにより、食品寄附への社会的信頼を高め、企業等からフー

ドバンクへの食品寄附の拡大につなげることを目的とする。

<概要>

① 希望するフードバンクが団体の情報を申請し、一定の手続を経て「フードバンクオープンリスト」（以下「OPリスト」とい

う。）に掲載後、公表。

② ①の「OPリスト」に掲載されているフードバンクの申請に基づき、食品寄附ガイドラインを基に作成された審査基準に則り

一定の管理責任を果たすことができるフードバンクを認証する（以下「認証制度」という。）。

認証制度の前提となるOPリスト掲載

農林水産省の掲載規程に定める手続
に則り、申請を行ったフードバンクを
OPリストに掲載。

認証制度の具体的内容・手続

審査基準を遵守しているかの回答を
証ひょうとともにフードバンク認証事
務局に提出。内容・関係書類等の確認
の上、ガイドラインに準拠する活動を
行っているものを認証。

＜審査基準の主な項目＞

１．入庫時の確認事項
① 食品情報（保存方法、期限表示、

アレルゲン等）把握と記録
② 受け取った食品の状態の確認

認証
フードバンク

「OPリスト」に
掲載されている
フードバンク

認 証

申 請

認証制度のイメージ図

官民協議会
事務局

食品寄附等に関
する官民協議会

認証の制度設計
（実施要綱の検
討・策定等）

独立

提 出

必要書類作成

認 証

事務局

＜認証作業イメージ＞

・申請内容の確認
・認証証交付    等

フードバンク認証
事務局

OPリストへの掲載 
等

農林水産省

書類審査・現地審査
におけるヒアリング
等によるチェック

（消費者庁）

３．提供時の確認事項
① 提供食品の状態の確認
② 提供食品の情報の伝達・管理

４．体制・ガバナンスに関する確認事項

① 提供食品の転売等の禁止、提供食品の
提供先及び譲渡先との合意等

② 提供食品による事故に備えた保険加入
③ 提供食品に係る事故発⽣時における対応

２．保管時の確認事項

① 施設設備の衛⽣管理
② 食品の品質及び衛⽣管理（食品の保管、

取扱い等）

①

②

※R７年度実証事業、R８年度スタート

フード
バンク

認証証発行・認証フー
ドバンクリスト公表・
認証フードバンクロゴ
マークの使用



指定暑熱避難施設（クーリングシェルター）について

指定暑熱避難施設に関する取組

○ 市町村長は、その市町村内の一定の要件を満たす施設を、指定暑熱避難施設（通称：クーリング
シェルター）として指定することができる。

○ 特別警戒情報発表時には、当該施設の管理者により、あらかじめ定められた開放日時等において住民
等に開放されることとなる。

指定暑熱避難施設の概要

施設の要件（気候変動適応法第21条第１項各号及び気候変動適応法施行規則第４条）
①適当な冷房設備を有すること
②熱中症特別警戒アラートの発表期間中に住民等に開放することができること
③住民等の滞在場所について必要かつ適切な空間を確保すること

○ 住民が指定暑熱避難施設にアクセスしやすいように、右図のようなイメージ
のクーリングシェルターのマークを環境省で定める。

○ 指定暑熱避難施設の運営の参考のため、「指定暑熱避難施設の運営に
関する事例」を取りまとめ、令和６年２月に公表（※事例は改正法施行
前のもの）

※指定暑熱避難施設としての指定をしていない涼みどころ、クールスポット
等の独自の取組を行っている都道府県・市町村がある。

クーリングシェルターのマーク



重層的支援体制整備事業（社会福祉法第106条の４）

≪重層的支援体制整備事業のイメージ≫

こ
ど
も

介
護

障
害

生活困窮

重層的支援体制整備事業
（多機関協働事業等）

既存制度・機関の支援者の対応力強化、
既存制度・機関間の連携強化① 介護・障害・こども・生活困窮分野の相談支援事業・地域づくり事業の内容を

全て実施し、かつ一体的に運用する。
② 多機関協働事業等を実施。具体的には以下（１）～（３）を実施（注）。
（１）多機関協働事業：既存制度のみでは直ちに対応が難しいケースに関し、関係機関

の役割分担・支援の方向性の策定等を行う。
（２）アウトリーチ等を通じた継続的支援事業：既存制度のみでは直ちに対応が難しい

ケースに対し、継続的な訪問支援等を行う。
（３）参加支援事業：既存制度のみでは直ちに対応が難しいケースに対し、本人のニーズ

を踏まえた社会資源とのマッチングや支援メニューの開拓等を行う。

２. 事業内容（以下を全て実施）

○ 既存の相談支援・地域づくり事業に係る補助等と多機関協働事業等に係る補助
を統合し、一括交付金として市町村に交付。

＜交付基準額等＞
①：相談支援事業・地域づくり事業 ⇒ 各制度に基づく基準額・交付割合等を維持
②：多機関協働事業等 ⇒ 市町村の人口規模に応じて基準額を設定。

 交付割合は実施年数等に応じて設定（Ｒ８以降）。

３. 財政支援の仕組み（一括交付金）

○ 包括的な支援体制を整備するための１つの手段として、令和２年社会福祉法改正により創設。 ※ 実施市町村数：42（R３）→ 586（R８）（予定）

○ ① 介護・障害・こども・生活困窮などの既存の相談支援事業・地域づくり事業を一体的に実施することに加え、② 既存制度のみでは直ちに
対応が難しい支援ニーズへの対応力を向上させるための多機関協働事業等を実施する。
○ 主に体制整備初期段階で活用し、既存制度・機関の支援者の対応力強化と既存制度・機関間の連携強化を図り、包括的な支援体制の
整備を促進することを目的とする。

１. 事業の目的等

（※）他方、多機関協働事業者のみでケースに直接的な支援を行うことが
固定化している状況や、多機関協働事業者のみにケースが任せきりにされる
／孤立している等の状況もみられ、事業趣旨・目的が十分に浸透していない
こと等が課題。
⇒ 事業趣旨に沿った評価指標の導入等により、事業の質の向上を図る。

（注）事業目的を踏まえると、多機関協働事業は、各市町村における中核的な役割を担う機関（生活困窮等）、アウト
リーチ等を通じた継続的支援事業や参加支援事業は、生活困窮分野の自立相談支援事業、就労・住まい支援の
各事業、高齢分野の生活支援コーディネーターによるアウトリーチ支援等の既存制度の活用に移行していくことも考えられる。

（※）必須事業は４分野であるが、包括的な支援体制整備においては、生活保護等
他の福祉関連制度とも広く連携することとしており、本事業も同様。



１  事業の目的

子どもの学習・生活支援事業等の推進
社会・援護局地域福祉課
生活困窮者自立支援室

（内線2874）

貧困の連鎖を防止するため、生活困窮者自立支援法に基づき、学習支援、生活習慣・育成環境の改善に関する助言等の支援（生活支援）、
進路選択等の教育・就労に関する相談等の支援を実施しているが、物価上昇が本事業の実施の抑制を招くことがないよう、基本基準額を見
直しする。

３  実施主体等

２  事業の概要・スキーム

実施主体：都道府県・市・区等（福祉事務所設置自治体９０６自治体）、補助率：国 １／２ 都道府県・市・区等 １／２
実施自治体数（令和６年度）：６０２自治体

・日々の学習習慣の習慣づけ、授業等の
フォローアップ
・高校進学支援
・高校中退防止（定期面談等に
よる細やかなフォロー等） 等

学習支援
（高校中退防止の取組を含む）

・学校・家庭以外の居場所づくり
・生活習慣の形成・改善支援
・小学生等の家庭に対する巡回支援の
強化等の親への養育支援を通じた家庭
全体への支援 等

生活習慣・育成環境の改善
高校生世代等に対する以下の支援を強化
・進路を考えるきっかけづくりに資する
情報提供
・関係機関との連携による、多様な
進路の選択に向けた助言 等

教育・就労（進路選択等）に関する支援

（見直し内容）
○昨今の賃金上昇等を踏まえた、基本基準額の引き上げ ※具体的な見直し後の基本基準額は別紙参照

令和８年度当初予算 生活困窮者自立支援関係予算 827億円の内数 （762億円の内数）※（）内は前年度当初予算額

※令和７年度補正予算額：2.3億円（子どもの学習・生活支援の緊急強化事業）

（参考）令和７年度補正予算

業物価高騰等の影響が依然として続き、困窮世帯の子どもの体験格差や進学格差の問題がより深刻化する中で、それらを解消するための
取組を喫緊に実施する。このため、困窮世帯の子どもを支援する取組をモデル的に実施する。

【施策の内容】
Ⅰ 子どもの学習・生活支援事業の拡充（体験活動に関する加算の創設、軽食の提供に関する補助、事業の立ち上げ支援）
Ⅱ 高校生世代に対する学習支援の充実

【実施主体】
Ⅰ 都道府県・市・区等（福祉事務所設置自治体）
Ⅱ 都道府県、国（民間団体へ委託）



① 施策の目的

③ 施策の概要

④ 施策のスキーム図、実施要件
（対象、補助率等）等

⑤ 成果イメージ（経済効果、雇用の下支え・創出効果、波及プロセスを含む）

生活困窮者の増加に伴う対応や、特例貸付の借受人へのフォローアップ支援の強化のため、
自治体とNPO等の民間団体との連携の推進等により生活困窮者自立支援の機能強化を図る。

施策名：生活困窮者自立支援の機能強化事業

社会・援護局地域福祉課
生活困窮者自立支援室

（内線 2879）令和７年度補正予算額 36億円

② 対策の柱との関係

各自治体の生活困窮者自立支援機関等において、NPO法人等との連携の
強化、緊急小口資金等の特例貸付の借受人へのフォローアップ支援の強化等
を行う。

１．NPO法人等と連携した緊急対応の強化

① 支援策の多様化を目的としたNPO法人や社会福祉法人等との連携強化

② 利用者及び活動経費が増加する地域のNPO法人等に対する支援

２．特例貸付借受人へのフォローアップ支援体制の強化

① 特例貸付の借受人等への生活再建に向けた相談支援体制の強化

（自立相談支援員や家計改善支援員の加配など）

② 関係機関と連携した債務整理支援の強化

③ 相談支援員等が支援に注力できる環境整備を目的とした事務職員の雇
用などによる事務処理体制の強化

３．家計改善支援の質の向上に関する取組

４．その他自治体の創意工夫による自立相談支援等の強化に資する取組

生活に困窮する者等に対する自立支援を促進する。

事業実施主体

都道府県・市・区等
（福祉事務所設置自治体）

補助の流れ

厚生労働省

都道府県・市・区等

自立相談支援機関等

国庫補助

補助率

国 ３／４
福祉事務所設置自治体 １／４

Ⅰ Ⅱ Ⅲ

1 2 3 1 2 3 4 5 1 2

○

【○生活困窮者等に対する自立支援の機能強化】



別紙２

担当課室
担当メールア

ドレス

地域こど
もの生活
支援強化
事業
【こども
家庭庁】

放課後児
童健全育
成事業
（放課後
児童クラ
ブ育成支
援体制強
化事業）
【こども
家庭庁】

支援対象
児童等見
守り強化
事業
【こども
家庭庁】

地域と学
校の連
携・協働
体制構築
事業
【文部科
学省】

食品アク
セス確保
対策事
業・食品
アクセス
確保緊急
支援事業
【農林水
産省】

政府備蓄
米の無償
交付
【農林水
産省】

フードバ
ンク認証
制度
【消費者
庁】

指定暑熱
避難施設
（クーリ
ングシェ
ルター）
【環境
省】

生活困窮
者自立支
援制度
（子ども
の学習・
生活支援
事業、子
どもの学
習支援等
強化事
業、生活
困窮者自
立支援の
機能強化
事業）
【厚生労
働省】

重層的支
援体制整
備事業
【厚生労
働省】

①事業の内容
②事業の対象者

③事業HPのURL
（事業のHPがあれば記載）

（人） （箇所）

例 〇〇県 ××市
××市こども
家庭部児童育
成課

abcd@city.jp 有 ○ ○

・市内の放課後児童クラブにおいて、・・・を実施。
・夏季休暇中は普段受け入れていない児童も受け入れ。
・昼食に利用する食材の一部は市内のフードバンクより提供を
受け、クラブ内で調理し提供（フードバンクは食品アクセス確
保対策事業で国より補助を受けている）。
・遅くまで利用する児童には帰宅前に軽食（おやつ）を提供。
・昼食代３００円、軽食代１５０円を実費負担として保護者か
ら徴収しているが、低所得世帯については地域こどもの生活支
援強化事業を活用して利用料を減免。

市内の小学校に通う児童 週５回 900 10 R8.7 R8.8

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

15

16

17

18

19

20

21

22

23

24

25

26

27

28

29

30

実施箇所数 事業始期 事業終期
自治体独
自の取組

民間企業
との連携
（連携が
ある場合
は具体的
な企業名
を記載）

備考
（補足等
があれば
記載）

事業の実施頻度

利用者数
（延べ人数の場
合はそれが分か
るように記載し
てください）

事業の活用「有」の場合は選択 事業の概要

都道府県名 市町村名
事業の活用の

有無
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